
第９号様式　その１ （表）

１　事業者の氏名等

２　報告する事業所等の全体の状況（2021年度の状況）

３　報告する全事業所における合計二酸化炭素排出量の状況

４　評価の対象とする事業所等の範囲

５　評価対象事業所等における直近５か年度の状況

６　再生可能エネルギーの利用事業所数及び割合

７　評価結果

（日本産業規格A列4番）

ランク

平 均 合 計 二 酸 化 炭 素
排 出 量 削 減 率

7.92 %

44.69865

8,452.00 7,567.00

177,387.88 170,250.83

47.64699 44.44618

2020年度 2021年度

5,673.00

143,793.81

39.45232

t

㎡

kg-CO2/㎡

7,894.00

177,387.88

44.50134

7,929.00

177,387.88合 計 延 床 面 積

合 計 原 単 位

合計二酸化炭素排出量

0 %

平均合計原単位改善率 2.96 %

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
利 用 事 業 所 数

0 事業所

□

地 球 温 暖 化 対 策 の
取 組 に 係 る 評 価 SS

評 価 対 象 事 業 所 等

2017年度 2018年度 2019年度

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
利 用 事 業 所 率

5,673 ｔ

義務提出事業所等 全事業所■

代表取締役社長 古賀　博文

合計二酸化炭素排出量

2,909 kl
原油換算エネルギー
使 用 量 の 合 計

8
条 例 第 8 条 の 23 第 1 項
報 告 事 業 所 数

事業所

事 業 者 の 氏 名
( 法 人 に あ っ て は 名 称
及 び 代 表 者 の 氏 名 )

事業所 0 kl
原油換算エネルギー
使 用 量 の 合 計

条 例 第 8 条 の 23 第 2 項
報 告 事 業 所 数

0

地球温暖化対策報告書（その１）

三井倉庫ホールディングス株式会社

事 業 者 番 号 A 0 6 8 9



（裏）

８　実績年度の目標達成の状況

９　提出年度の地球温暖化対策の目標

１０　地球温暖化対策のレベル

１１　事業者としての取組

１２　特記事項

（日本産業規格A列4番）

%

%

有 ■ 無

合 計 二 酸 化 炭 素 排 出 量 削 減 率

合 計 原 単 位 改 善 率

再生可能エネルギー導入事業所率

そ の 他

実 績 年 度 の
目 標 達 成 の 状 況

□ 目標達成した。

特記事項に内容を記載

%

目 標 の 有 無 □

当社はグリーン経営認証を2005年11月に取得し、環境活動と経営活動の融合を目指して活動しています。地球温暖化
対策の取り組みについてもPDCAサイクルを強化し継続的な改善を行っていきます。

■「以下の環境保全への取組」
(1)施設及び設備の保守点検、各種省エネ機器・車両の導入などを通じ、エネルギー効率化の向上に努めます。
(2)廃棄物の適正処理とリサイクルを推進します。
(3)エネルギー・資源の節約及びゴミの発生抑制、エコマーク製品の購入・使用の優先に取組みます。
(4)環境保全に取組む企業として、環境保全の普及と地域の共生に努めます。

A110

A108 組織横断的な推進体制の整備

外部専門家への相談依頼の実施

A107 排出状況の整理・分析・提供

対策番号 対策名

A101 地球温暖化対策の方針等の設定 A106 本社等による支店の支援

組織体制の
整備の状況

重点対策 その他対策

対策番号 対策名

A102 温暖化対策推進担当の配置

取組方針

1.環境保全に関連する法規等を遵守します。
2.事業活動が環境に与える影響に配慮し、以下の環境保全への取組を推進します。
(「以下の環境保全への取組」は特記事項欄に記載します。)
3.環境保全への取り組み状況を把握し、改善の目標などを定めた行動計画を作成、推
進、見直すことにより、環境マネジメントシステムの継続的改善に努めます。
4.環境教育、広報活動を通じ、環境保全に対する三井倉庫グループ社員の理解と意
識の向上に努め、社員一人ひとりが自主的に環境保全への取り組みができるように支
援します。

重 点 対 策 の レ ベ ル 1



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 483.0

0.1

0.2

kWh

m3

232.0

0.4000

0.4890

483.0 0.2660

4,629.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 474,349.0 9.76 4,629.6 232.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ 0.0

0.0 45.00

□ 0.0

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（）

その他（）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

22.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 231

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 231

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 119

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

4 7

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

江東区

佐賀2-10-7

3

1年未満

5

□■ 1年度分10,225.63 m2

2

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 3 －

0 6 0 18

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 深川ロジスティクスセンター（MCBP管轄）

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D108 その他設備の定期的な保守・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検

C501 個室等不使用箇所のこまめな消灯

C114 事務用機器を省エネモードに設定

自動販売機の休日・夜間照明停止

C109 空室・不在時等の空調停止 C129 季節に応じた温度設定の見直し

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C123 温湿度の適正管理

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C118

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A208

A203 具体的な取組目標と内容の設定

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組織横断的な推進体制の整備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

3.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 4,519.0

1.2

1.8

kWh

m3

581.9

0.4000

0.4890

4,519.0 0.2660

11,713.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

475.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 218,709.0 9.28 2,029.6 0.4890 106.9
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 971,268.0 9.97 9,683.5 0.4890

0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ 0.0

0.0 45.00

□ 0.0

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（）

その他（）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

55.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 581

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 584

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 302

0 0 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

4 7

報告範囲の主たる用途
■

□

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ □

港区

西新橋3-20-1

0

1年未満

5

□■ 1年度分10,505.60 m2

1

3 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

0 6 0 18

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 御成門ビル(不動産事業部)

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E126 窓際照明の連続調光制御
設 備 導 入 対 策

E102 蛍光灯へ電子安定器採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検 D105 換気フィルターの清掃・点検

C114 事務用機器を省エネモードに設定

事務用機器を業務終了時に停止

C109 空室・不在時等の空調停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C107 空調機スイッチに空調範囲を表示

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C115

所内の温室効果ガス排出量を集計

排出状況の整理・分析・提供

設備ごとに詳細に把握

取組状況の点検体制の構築 A206

A207

取組内容や点検体制の定期的改善

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B104

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A201

A204

A203 具体的な取組目標と内容の設定 A205

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

地球温暖化対策の方針等の設定



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 928.0

0.2

0.4

kWh

m3

140.5

0.4000

0.4890

928.0 0.2660

2,523.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

65.9

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 40,785.0 9.28 378.5 0.4890 19.9
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 134,681.0 9.97 1,342.8 0.4890

0.0

771.0 0.0187 52.9

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 610.3 50.80 31.0 0.0161 1.8

0.0 45.00

□ L 20,451.0 37.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（軽油）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

16.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 140

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 140

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 65

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

4 7

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

大田区

東海　4-3-8

0

1年未満

3

□■ 1年度分8,607.00 m2

2

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 4 －

0 6 0 08

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 大井事務所（関東）

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E123 トップランナー機器の採用
設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検

C501 個室等不使用箇所のこまめな消灯 C117 便座ヒーター等温度の季節別設定

昼休み時の消灯の実施

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C115 事務用機器を業務終了時に停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C109 空室・不在時等の空調停止 C105

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A208

A203 具体的な取組目標と内容の設定

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組織横断的な推進体制の整備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

4.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 6,007.0

1.7

2.4

kWh

m3

1,178.3

0.4000

0.4890

6,397.0 0.2660

23,510.8

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 2,406,895.0 9.76 23,491.3 1,177.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.4890 0.0
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.4890

0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ L 500.0 39.10 19.6 0.0189 1.4

0.0 45.00

□ 0.0

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（A重油）

その他（）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

34.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,178

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 1,182

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 606

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

4 7

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

町田市

小山ヶ丘　2-2-3

1

1年未満

4

□■ 1年度分34,311.41 m2

4

5 区 市 町 村 名0

－ 0

2

所 有 形 態 □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 9 －

0 6 0 08

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 関東　多摩ﾚｺｰﾄﾞｾﾝﾀｰ（MCBP管轄）

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

E114 高効率パッケージの採用 E105 照明用人感センサの採用

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

季節に応じた温度設定の見直しC129

C118

C120

自動販売機の休日・夜間照明停止

外灯等の点灯時間の季節別管理

C115 事務用機器を業務終了時に停止

C117 便座ヒーター等温度の季節別設定

C122 冷風と温風の混合損失の防止

空調機スイッチに空調範囲を表示

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C108 温度計等による室温の把握と調整

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C105 昼休み時の消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止 C107

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A208

A203 具体的な取組目標と内容の設定

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組織横断的な推進体制の整備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 865.0

0.2

0.3

kWh

m3

361.7

0.4000

0.4890

865.0 0.2660

7,020.7

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 43,480.0 9.76 424.4 21.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

209.1

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 193,020.0 9.28 1,791.2 0.4890 94.4
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 427,674.0 9.97 4,263.9 0.4890

0.0

521.5 0.0187 35.8

□ L 0.0 34.60 0.0 0.0183 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ kg 388.6 50.80 19.7 0.0161 1.2

0.0 45.00

□ L 13,833.0 37.70

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（LPG）

その他（軽油）

その他（ガソリン）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

21.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 361

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 361

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 181

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

4 7

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

江東区

青海　4-6-21

6

1年未満

5

□■ 1年度分17,184.00 m2

5

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 3 －

0 6 0 08

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 関東　東京港事務所Ａ号

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E104 照明点灯範囲の細分化

設 備 保 守 対 策

D104 空調フィルターの清掃・点検 D105 換気フィルターの清掃・点検

D108 その他設備の定期的な保守・点検

C524

C510

水道メータ等で漏水の有無の点検

その他設備の不使用時の停止

C507 温度計等による室温の把握と調整

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減

C501 個室等不使用箇所のこまめな消灯 C129 季節に応じた温度設定の見直し

温湿度の適正管理

C109 空室・不在時等の空調停止 C115 事務用機器を業務終了時に停止

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C123

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A208

A203 具体的な取組目標と内容の設定

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組織横断的な推進体制の整備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

0.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 823.0

0.2

0.3

kWh

m3

228.1

0.4000

0.4890

823.0 0.2660

4,560.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

163.8

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 131,580.0 9.28 1,221.1 0.4890 64.3
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 334,961.0 9.97 3,339.6 0.4890

0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ 0.0

0.0 45.00

□ 0.0

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（）

その他（）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

14.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 228

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 228

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 117

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

4 7

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

江東区

青海　4-5-15

6

1年未満

5

□■ 1年度分16,238.00 m2

9

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 3 －

0 6 0 08

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 関東　東京港第2事務所Ｂ号

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E103 高効率照明器具の採用（屋内）
設 備 導 入 対 策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内） E124 更新に合わせた高効率機器の採用

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D108 その他設備の定期的な保守・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検

空室・不在時等の空調停止C508

C501 個室等不使用箇所のこまめな消灯 C507 温度計等による室温の把握と調整

C504 利用状況に応じた空調の設定変更 C510 その他設備の不使用時の停止

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C129 季節に応じた温度設定の見直し

事務用機器を業務終了時に停止

C109 空室・不在時等の空調停止 C126 事務用機器の台数見直し・集約化

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C108 温度計等による室温の把握と調整

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更 C115

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置

A203 具体的な取組目標と内容の設定

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

4.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 6,696.0

1.8

2.7

kWh

m3

674.1

0.4000

0.4890

6,696.0 0.2660

13,536.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

526.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 302,139.0 9.28 2,803.8 0.4890 147.7
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 1,076,448.0 9.97 10,732.2 0.4890

0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ L 0.0 39.10 0.0 0.0189 0.0

0.0 45.00

□ 0.0

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（A重油）

その他（）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

46.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 674

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 678

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 349

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

江東区

佐賀　2-8-20

3

1年未満

5

□■ 1年度分14,529.38 m2

6

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 3 －

0 6 0 08

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 ＭＳＣ深川ビル(不動産事業部)

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E103 高効率照明器具の採用（屋内）

その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E101 高効率照明ランプの採用（屋内） E133

E114 高効率パッケージの採用

節水器具の採用

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D108

セントラル空調のフィルター清掃

D104 空調フィルターの清掃・点検 D105 換気フィルターの清掃・点検

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理

時間的に詳細に把握

テナントへの温暖化対策協力依頼

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握 B103

B105 エネルギー使用量の前年度比較

組 織 体 制 の 整 備

A401 テナントにエネルギー使用量提供 A402

A404

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

使用量の推計に必要な情報の提供



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2021年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本産業規格A列4番）

証書による環境価値
の利用

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー
の 利 用 状 況

□
再生可能エネルギー
発電設備の設置

□
再生可能エネルギー電
気の受入

□

3.9

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m3 5,930.0

1.6

2.4

kWh

m3

2,280.1

0.4000

0.4890

5,930.0 0.2660

45,375.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

1,491.6

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 1,612,370.0 9.28 14,962.8 0.4890 788.4
電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

昼間（8時～22時） □ kWh 3,050,395.0 9.97 30,412.4 0.4890

0.0

□ 0.0

0.0 0.0136 0.0

□ L 0.0 39.10 0.0 0.0189 0.0

0.0 45.00

□ 0.0

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm3

□

その他（A重油）

その他（）

その他（）

その他（）

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

70.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 2,280

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 2,283

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1,170

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

4 7

報告範囲の主たる用途
□

□

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

江東区

辰巳　3-9-2

3

1年未満

5

□■ 1年度分32,192.79 m2

7

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 3 －

0 6 0 08

事 業 所 等 の 所 在 地

9

0.00.0 9.76 0.0 0.4890

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 関東　辰巳事務所

事 業 所 番 号 A



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本産業規格A列4番）

□

□ ■

目標値等（選択）

目 標 の 有 無

E105 照明用人感センサの採用
設 備 導 入 対 策

E102 蛍光灯へ電子安定器採用（屋内）

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D105 換気フィルターの清掃・点検

D104 空調フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C129 季節に応じた温度設定の見直し

C115 事務用機器を業務終了時に停止

空調機スイッチに空調範囲を表示

C114 事務用機器を省エネモードに設定 C108 温度計等による室温の把握と調整

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C109 空室・不在時等の空調停止 C107

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

B102 関連他者からの情報を加えて把握

組 織 体 制 の 整 備

A202 温暖化対策推進担当の配置 A208

A203 具体的な取組目標と内容の設定

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組織横断的な推進体制の整備
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